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議案第１７号

（総　　　則）

第１条　令和５年度鳥取市下水道等事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 171,238 人

(2) 19,094,156  

(3)

ア 1,676,932 千円

イ 1,143,700 千円

ウ 316,500 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 8,751,880 千円

第１項 営 業 収 益 5,704,597 千円

第２項 営 業 外 収 益 3,047,252 千円

第３項 特 別 利 益 31 千円

第１款 8,651,526 千円

第１項 営 業 費 用 7,837,599 千円

第２項 営 業 外 費 用 803,146 千円

第３項 特 別 損 失 781 千円

第４項 予 備 費 10,000 千円

令和５年度鳥取市下水道等事業会計予算

水 洗 化 人 口

年 間 有 収 水 量

管 渠 整 備 事 業

ポ ン プ 場 整 備 事 業

主 な 建 設 改 良 事 業

処 理 場 整 備 事 業

下 水 道 等 事 業 収 益

下 水 道 等 事 業 費 用

支支                                                                    出出

収収                                                                    入入



─　4　─

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)

(2)

(3)

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外

の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) 343,984 千円

（他会計からの補助金）

第１０条　営業補助のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、371,926千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第１１条　たな卸資産の購入限度額は、17,038千円と定める。

令和５年２月２０日提出

鳥 取 市 長

営 業 外 費 用

特 別 損 失

職 員 給 与 費

営 業 費 用

深深 澤澤 義義 彦彦

（資本的収入及び支出）

第１款 5,182,765 千円

第１項 企 業 債 2,966,700 千円

第２項 補 助 金 1,239,400 千円

第４項 負担金及び分担金 917,614 千円

第５項 固定資産売却代金 10 千円

第６項 その他資本的収入 59,041 千円

第１款 7,962,167 千円

第１項 建 設 改 良 費 3,298,534 千円

第２項 企 業 債 償 還 金 4,661,433 千円

第３項 その他資本的支出 1,200 千円 　

第４項 予 備 費 1,000 千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企　業　債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、2,000,000千円と定める。

償還の方法

政府その他の資金の借
入れについては、その
融通条件による。ただ
し、財政の都合により
据置期間及び償還期間
を短縮し、若しくは繰
り上げ償還又は低利に
借り換えることができ
る。

起 債 の 目 的

146,500千円　 
普通貸借又
は証券発行

限　度　額

493,000千円　 

205,000千円　 令和6年度

1,820,200千円　 

大杙ポンプ場改築工事（雨水ポンプ設備ほか）

利　率

事　　　　　　　項

令和6年度

10.0％以内
ただし、利率見直
し方式で借り入れ
る資金について、
利率の見直しを
行った後において
は、当該見直し後
の利率

下 水 道 等 建 設 事 業

下水道事業債（特別措置分）

資 本 費 平 準 化 債 1,000,000千円　 

起債の方法

期　　　間

限　度　額

秋里下水終末処理場改築工事（汚泥濃縮設備ほか）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足

支支                                                                    出出

　する額 2,779,402千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額 74,132千円及び過年度分損益

　勘定留保資金 716,010千円及び当年度分損益勘定留保資金 1,989,260千円で補填するものとする。）。

収収                                                                    入入

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)

(2)

(3)

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外

の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) 343,984 千円

（他会計からの補助金）

第１０条　営業補助のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、371,926千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第１１条　たな卸資産の購入限度額は、17,038千円と定める。

令和５年２月２０日提出

鳥 取 市 長

営 業 外 費 用

特 別 損 失

職 員 給 与 費

営 業 費 用

深深 澤澤 義義 彦彦

（資本的収入及び支出）

第１款 5,182,765 千円

第１項 企 業 債 2,966,700 千円

第２項 補 助 金 1,239,400 千円

第４項 負担金及び分担金 917,614 千円

第５項 固定資産売却代金 10 千円

第６項 その他資本的収入 59,041 千円

第１款 7,962,167 千円

第１項 建 設 改 良 費 3,298,534 千円

第２項 企 業 債 償 還 金 4,661,433 千円

第３項 その他資本的支出 1,200 千円 　

第４項 予 備 費 1,000 千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企　業　債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、2,000,000千円と定める。

償還の方法

政府その他の資金の借
入れについては、その
融通条件による。ただ
し、財政の都合により
据置期間及び償還期間
を短縮し、若しくは繰
り上げ償還又は低利に
借り換えることができ
る。

起 債 の 目 的

146,500千円　 
普通貸借又
は証券発行

限　度　額

493,000千円　 

205,000千円　 令和6年度

1,820,200千円　 

大杙ポンプ場改築工事（雨水ポンプ設備ほか）

利　率

事　　　　　　　項

令和6年度

10.0％以内
ただし、利率見直
し方式で借り入れ
る資金について、
利率の見直しを
行った後において
は、当該見直し後
の利率

下 水 道 等 建 設 事 業

下水道事業債（特別措置分）

資 本 費 平 準 化 債 1,000,000千円　 

起債の方法

期　　　間

限　度　額

秋里下水終末処理場改築工事（汚泥濃縮設備ほか）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足

支支                                                                    出出

　する額 2,779,402千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額 74,132千円及び過年度分損益

　勘定留保資金 716,010千円及び当年度分損益勘定留保資金 1,989,260千円で補填するものとする。）。

収収                                                                    入入

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出
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（単位　千円）

備       考

1 下水道等事業費用 8,651,526

1 営 業 費 用 7,837,599

1 管 渠 費 458,198 管渠施設の維持管理に要する費用

2 ポ ン プ 場 費 213,375
ポンプ場施設の維持管理に要する費
用

3 処 理 場 費 2,050,207 処理場施設の維持管理に要する費用

4 水 質 管 理 費 28,627 水質検査に要する費用

5 水洗化等普及費 22,157 水洗化等普及に要する費用

6 業 務 費 167,557
下水道使用料の賦課徴収に要する費
用

7 総 係 費 222,328 事業活動全般に関連する費用

8 減 価 償 却 費 4,641,774 固定資産の減価償却費用

9 資 産 減 耗 費 33,366 固定資産の除却費用

10 その他営業費用 10

2 営 業 外 費 用 803,146

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

756,058
企業債利子及び一時借入金利子償還
金

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

47,068 消費税及び地方消費税

3 雑 支 出 20

3 特 別 損 失 781

1 過年度損益修正損 751
過年度に属する費用の増額及び収益
の減額修正損

2 その他特別損失 30 水洗便所改造資金補償費等

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

目 予　定　額款 項

支支                                              出出

（単位　千円）

備       考

1 下水道等事業収益 8,751,880

1 営 業 収 益 5,704,597

1 下 水 道 使 用 料 3,375,924

2 他 会 計 負 担 金 1,937,508 雨水処理等に対する負担金

3 他 会 計 補 助 金 346,970 汚水処理に対する補助金

4 その他営業収益 44,195
水質検査料、汚泥焼却施設維持管理
負担金、登録手数料等

2 営 業 外 収 益 3,047,252

1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

30 預金利息

2 他 会 計 負 担 金 504,557 雨水処理等に対する負担金

3 他 会 計 補 助 金 24,956 汚水処理に対する補助金

4 長期前受金戻入 2,482,124
減価償却費等に係る補助金等の収益
化分

5 雑 収 益 35,585 コンポスト施設負担金等

3 特 別 利 益 31

1 固定資産売却益 10

2 過年度損益修正益 10

3 引 当 金 戻 入 益 1

4 その他特別利益 10

令和５年度鳥取市下水道等事業会計予算実施計画

収収                                              入入

収収      益益      的的      収収      入入      及及      びび      支支      出出

款 項 目 予　定　額
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（単位　千円）

備       考

1 下水道等事業費用 8,651,526

1 営 業 費 用 7,837,599

1 管 渠 費 458,198 管渠施設の維持管理に要する費用

2 ポ ン プ 場 費 213,375
ポンプ場施設の維持管理に要する費
用

3 処 理 場 費 2,050,207 処理場施設の維持管理に要する費用

4 水 質 管 理 費 28,627 水質検査に要する費用

5 水洗化等普及費 22,157 水洗化等普及に要する費用

6 業 務 費 167,557
下水道使用料の賦課徴収に要する費
用

7 総 係 費 222,328 事業活動全般に関連する費用

8 減 価 償 却 費 4,641,774 固定資産の減価償却費用

9 資 産 減 耗 費 33,366 固定資産の除却費用

10 その他営業費用 10

2 営 業 外 費 用 803,146

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

756,058
企業債利子及び一時借入金利子償還
金

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

47,068 消費税及び地方消費税

3 雑 支 出 20

3 特 別 損 失 781

1 過年度損益修正損 751
過年度に属する費用の増額及び収益
の減額修正損

2 その他特別損失 30 水洗便所改造資金補償費等

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

目 予　定　額款 項

支支                                              出出

（単位　千円）

備       考

1 下水道等事業収益 8,751,880

1 営 業 収 益 5,704,597

1 下 水 道 使 用 料 3,375,924

2 他 会 計 負 担 金 1,937,508 雨水処理等に対する負担金

3 他 会 計 補 助 金 346,970 汚水処理に対する補助金

4 その他営業収益 44,195
水質検査料、汚泥焼却施設維持管理
負担金、登録手数料等

2 営 業 外 収 益 3,047,252

1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

30 預金利息

2 他 会 計 負 担 金 504,557 雨水処理等に対する負担金

3 他 会 計 補 助 金 24,956 汚水処理に対する補助金

4 長期前受金戻入 2,482,124
減価償却費等に係る補助金等の収益
化分

5 雑 収 益 35,585 コンポスト施設負担金等

3 特 別 利 益 31

1 固定資産売却益 10

2 過年度損益修正益 10

3 引 当 金 戻 入 益 1

4 その他特別利益 10

令和５年度鳥取市下水道等事業会計予算実施計画

収収                                              入入

収収      益益      的的      収収      入入      及及      びび      支支      出出

款 項 目 予　定　額
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（ 単位：千円 ）

１１　　業業務務活活動動にによよるるキキャャッッシシュュ・・フフロローー

当年度純利益(△は純損失) 24,672

減価償却費 4,641,774

固定資産除却費 33,366

引当金の増減額(△は減少) △ 7

長期前受金戻入額 △ 2,482,124

受取利息及び配当金 △ 30

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 756,058

小計 1,461,593

利息及び配当金の受取額 30

利息の支払額 756,058

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,217,681

２２　　投投資資活活動動にによよるるキキャャッッシシュュ・・フフロローー

有形固定資産の取得による支出 △ 3,023,060

有形固定資産の売却による収入 9

国庫補助金等による収入 1,221,824

一般会計からの繰入金による収入 792,599

補助金等の返還 △ 1,200

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,009,828

３３　　財財務務活活動動にによよるるキキャャッッシシュュ・・フフロローー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 2,966,700

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 4,661,433

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,694,733

資金増加額(又は減少額) △ 486,880

資金期首残高 3,105,251

資金期末残高 2,618,371

令和５年度鳥取市下水道等事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ６ 年 ３ 月 ３１ 日 ま で ）（単位　千円）

備       考

1 資 本 的 収 入 5,182,765

1 企 業 債 2,966,700

1 建 設 企 業 債 2,966,700 建設改良費等に充当する企業債

2 補 助 金 1,239,400

1
国 ・ 県 交 付 金
（ 補 助 金 ）

1,239,400 建設改良費に対する国・県交付金

4 負担金及び分担金 917,614

1 他 会 計 負 担 金 871,868 企業債元金償還金に対する負担金

2
受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

45,746 受益者負担金、分担金、加入金

5
固 定 資 産
売 却 代 金

10

1 固定資産売却代金 10

6 その他資本的収入 59,041

1 その他資本的収入 59,041 下水道管移設工事補償費等

（単位　千円）

備       考

1 資 本 的 支 出 7,962,167

1 建 設 改 良 費 3,298,534

1 管 渠 費 1,676,932 管渠の建設改良事業に要する経費

2 ポ ン プ 場 費 1,143,700
ポンプ場の建設改良事業に要する経
費

3 処 理 場 費 316,500 処理場の建設改良事業に要する経費

4 建 設 総 務 費 161,302 建設改良事業に要する事務費

5 固定資産購入費 100 土地購入費

2 企 業 債 償 還 金 4,661,433

1 企 業 債 償 還 金 4,661,433 企業債元金償還金

3 その他資本的支出 1,200

1 その他資本的支出 1,200 過年度受益者負担金等返還金

4 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

収収                                              入入

款 項 目 予　定　額

支支                                              出出

資資      本本      的的      収収      入入      及及      びび      支支      出出

款 項 目 予　定　額
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（ 単位：千円 ）

１１　　業業務務活活動動にによよるるキキャャッッシシュュ・・フフロローー

当年度純利益(△は純損失) 24,672

減価償却費 4,641,774

固定資産除却費 33,366

引当金の増減額(△は減少) △ 7

長期前受金戻入額 △ 2,482,124

受取利息及び配当金 △ 30

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 756,058

小計 1,461,593

利息及び配当金の受取額 30

利息の支払額 756,058

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,217,681

２２　　投投資資活活動動にによよるるキキャャッッシシュュ・・フフロローー

有形固定資産の取得による支出 △ 3,023,060

有形固定資産の売却による収入 9

国庫補助金等による収入 1,221,824

一般会計からの繰入金による収入 792,599

補助金等の返還 △ 1,200

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,009,828

３３　　財財務務活活動動にによよるるキキャャッッシシュュ・・フフロローー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 2,966,700

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 4,661,433

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,694,733

資金増加額(又は減少額) △ 486,880

資金期首残高 3,105,251

資金期末残高 2,618,371

令和５年度鳥取市下水道等事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ６ 年 ３ 月 ３１ 日 ま で ）（単位　千円）

備       考

1 資 本 的 収 入 5,182,765

1 企 業 債 2,966,700

1 建 設 企 業 債 2,966,700 建設改良費等に充当する企業債

2 補 助 金 1,239,400

1
国 ・ 県 交 付 金
（ 補 助 金 ）

1,239,400 建設改良費に対する国・県交付金

4 負担金及び分担金 917,614

1 他 会 計 負 担 金 871,868 企業債元金償還金に対する負担金

2
受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

45,746 受益者負担金、分担金、加入金

5
固 定 資 産
売 却 代 金

10

1 固定資産売却代金 10

6 その他資本的収入 59,041

1 その他資本的収入 59,041 下水道管移設工事補償費等

（単位　千円）

備       考

1 資 本 的 支 出 7,962,167

1 建 設 改 良 費 3,298,534

1 管 渠 費 1,676,932 管渠の建設改良事業に要する経費

2 ポ ン プ 場 費 1,143,700
ポンプ場の建設改良事業に要する経
費

3 処 理 場 費 316,500 処理場の建設改良事業に要する経費

4 建 設 総 務 費 161,302 建設改良事業に要する事務費

5 固定資産購入費 100 土地購入費

2 企 業 債 償 還 金 4,661,433

1 企 業 債 償 還 金 4,661,433 企業債元金償還金

3 その他資本的支出 1,200

1 その他資本的支出 1,200 過年度受益者負担金等返還金

4 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

収収                                              入入

款 項 目 予　定　額

支支                                              出出

資資      本本      的的      収収      入入      及及      びび      支支      出出

款 項 目 予　定　額
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イ　会計年度任用職員

管理職員

特別勤務
手 当

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

備考　職員数の（　）内は、短時間勤務職員で外数

(9)
0

(9)
0

(0)
0

本 年 度

前 年 度

比 較

区          分
職   員   数 給        与        費

法定福利費 合   計一 般 職
(人)

報  酬 給  料 手  当 計

14,935 3,118 21,0070 2,954 17,889

2,731 20,89715,148 0 3,018 18,166

△ 213 0 △ 64 △ 277 387 110

手
当
の
内
訳

区 　   分
扶  養
手  当

時 間 外
勤務手当

期  末
手  当

勤  勉
手  当

通 勤
手 当

管理職
手  当

特殊勤
務手当

休日勤
務手当

宿日直
手　当

住  居
手  当

退  職
給付費

本　年　度 0 2,954 0 0 0

前　年　度 0 3,018 0 0 0

比      較 0 △64 0 0 0

２２　　給給料料及及びび手手当当のの増増減減額額のの明明細細
（単位　千円）

区　　分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　考

昇給に伴う増減分 2,028 5年度昇給分 507 平均昇給率

4年度昇給分 1,521 1.401％

その他の増減分 △2,234 
退職、異動等に
よる増減分

△2,234 

手　　当 4,900 
給与改定に伴う増
減分

1,583 4年度給与改定 1,583 

その他の増減分 2,573 退職給付費 6,928 

昇給に伴う増減分 744 
昇給に伴う増加
分

退職、異動等に
よる増減分

△4,355 

744 

給　　料 159 
給与改定に伴う増
減分

365 4年度給与改定 365 

管理職員

特別勤務
手 当

5,928 28,622 6,218 0 399 0 17,049

6,600 27,360 6,218 0 188 0 10,121

△672 1,262 0 0 211 0 6,928

備考　職員数の（　）内は、短時間勤務職員で外数

ア　会計年度任用職員以外の職員

管理職員

特別勤務
手 当

本 年 度

前 年 度

比 較

前 年 度

比 較

手  当 計
(人) (人)

(9)

給  　与 　 費　  明 　 細 　 書

１１　　総総          括括
（単位　千円）

区          分
職   員   数 給        与        費

法定福利費 合   計特別職 一 般 職 報  酬 給  料

本 年 度
12 41 15,355 159,070 111,676 286,101 57,883 343,984

54,641 335,58115 41 15,253 158,911 106,776 280,940

△ 3 0 102 159 4,900 5,161 3,242 8,403

休日勤
務手当

宿日直
手　当

住  居
手  当

手
当
の
内
訳

区 　   分
扶  養
手  当

時 間 外
勤務手当

期  末
手  当

勤  勉
手  当

0

退  職
給付費

本　年　度 10,609 37,600 2,066 36 3,149

通 勤
手 当

管理職
手  当

特殊勤
務手当

△24

前　年　度 12,785 37,994 2,301 36 3,173

職   員   数

比      較 △2,176 △394 △235

(人) (人)

41 105

(0)

(9)

給        与        費
法定福利費 合   計特別職 一 般 職 報  酬 給  料 手  当 計

268,21212 41 420 159,070 108,722 54,765 322,977

15 158,911 103,758 262,774 51,910 314,684

2,855 8,293△ 3 0 315 159 4,964 5,438

手

区 　   分
扶  養
手  当

時 間 外
勤務手当

期  末
手  当

勤  勉
手  当

通 勤
手 当

管理職
手  当

特殊勤
務手当

休日勤
務手当

宿日直
手　当

住  居
手  当

退  職
給付費

区          分

5,928 28,622 6,218 0 399 0 17,049

6,600 27,360 6,218 0 188 0 10,121

手
当
の
内
訳

本　年　度 10,609 34,646 2,066 36 3,149

前　年　度 12,785 34,976 2,301 36 3,173

△672 1,262 0 0 211 0 6,928

訳

比      較 △2,176 △330 △235 0 △24
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イ　会計年度任用職員

管理職員

特別勤務
手 当

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

備考　職員数の（　）内は、短時間勤務職員で外数

(9)
0

(9)
0

(0)
0

本 年 度

前 年 度

比 較

区          分
職   員   数 給        与        費

法定福利費 合   計一 般 職
(人)

報  酬 給  料 手  当 計

14,935 3,118 21,0070 2,954 17,889

2,731 20,89715,148 0 3,018 18,166

△ 213 0 △ 64 △ 277 387 110

手
当
の
内
訳

区 　   分
扶  養
手  当

時 間 外
勤務手当

期  末
手  当

勤  勉
手  当

通 勤
手 当

管理職
手  当

特殊勤
務手当

休日勤
務手当

宿日直
手　当

住  居
手  当

退  職
給付費

本　年　度 0 2,954 0 0 0

前　年　度 0 3,018 0 0 0

比      較 0 △64 0 0 0

２２　　給給料料及及びび手手当当のの増増減減額額のの明明細細
（単位　千円）

区　　分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　考

昇給に伴う増減分 2,028 5年度昇給分 507 平均昇給率

4年度昇給分 1,521 1.401％

その他の増減分 △2,234 
退職、異動等に
よる増減分

△2,234 

手　　当 4,900 
給与改定に伴う増
減分

1,583 4年度給与改定 1,583 

その他の増減分 2,573 退職給付費 6,928 

昇給に伴う増減分 744 
昇給に伴う増加
分

退職、異動等に
よる増減分

△4,355 

744 

給　　料 159 
給与改定に伴う増
減分

365 4年度給与改定 365 

管理職員

特別勤務
手 当

5,928 28,622 6,218 0 399 0 17,049

6,600 27,360 6,218 0 188 0 10,121

△672 1,262 0 0 211 0 6,928

備考　職員数の（　）内は、短時間勤務職員で外数

ア　会計年度任用職員以外の職員

管理職員

特別勤務
手 当

本 年 度

前 年 度

比 較

前 年 度

比 較

手  当 計
(人) (人)

(9)

給  　与 　 費　  明 　 細 　 書

１１　　総総          括括
（単位　千円）

区          分
職   員   数 給        与        費

法定福利費 合   計特別職 一 般 職 報  酬 給  料

本 年 度
12 41 15,355 159,070 111,676 286,101 57,883 343,984

54,641 335,58115 41 15,253 158,911 106,776 280,940

△ 3 0 102 159 4,900 5,161 3,242 8,403

休日勤
務手当

宿日直
手　当

住  居
手  当

手
当
の
内
訳

区 　   分
扶  養
手  当

時 間 外
勤務手当

期  末
手  当

勤  勉
手  当

0

退  職
給付費

本　年　度 10,609 37,600 2,066 36 3,149

通 勤
手 当

管理職
手  当

特殊勤
務手当

△24

前　年　度 12,785 37,994 2,301 36 3,173

職   員   数

比      較 △2,176 △394 △235

(人) (人)

41 105

(0)

(9)

給        与        費
法定福利費 合   計特別職 一 般 職 報  酬 給  料 手  当 計

268,21212 41 420 159,070 108,722 54,765 322,977

15 158,911 103,758 262,774 51,910 314,684

2,855 8,293△ 3 0 315 159 4,964 5,438

手

区 　   分
扶  養
手  当

時 間 外
勤務手当

期  末
手  当

勤  勉
手  当

通 勤
手 当

管理職
手  当

特殊勤
務手当

休日勤
務手当

宿日直
手　当

住  居
手  当

退  職
給付費

区          分

5,928 28,622 6,218 0 399 0 17,049

6,600 27,360 6,218 0 188 0 10,121

手
当
の
内
訳

本　年　度 10,609 34,646 2,066 36 3,149

前　年　度 12,785 34,976 2,301 36 3,173

△672 1,262 0 0 211 0 6,928

訳

比      較 △2,176 △330 △235 0 △24
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（級別の基準となる職務）

　備考　令和５年１月１日現在

(4)　昇　　　給

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

(5)　期末手当・勤勉手当

(6)　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　備考　令和５年１月１日現在

(7)　特殊勤務手当

区　　　　　　分 全　職　種
代 表 的 な 職 種

0.02 0.02 0.00

そ  の  他  の
加 算 措 置 等

備     考

一般会計の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709 
定年前早期退職特例措置

(2％～45％加算)

の者(月分)

前 年 度 2.150 2.150 4.30 有

号 給 数 別 内 訳

比　　　　　率 　(B)/(A) 100.0 100.0 

区　分
支給期別支給率

支給率計(月分)
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

部長

区         分

本

年

度

昇給に係る職員数

号 給 数 別 内 訳

比　　　　　率 　(B)/(A) 100.0 100.0 

５  級 ７  級 ８  級

一般行政職 主事、技師
等

高度の知識
又は経験を
必要とする
業務を行う
主事、技師
等

主任 係長､主幹 課長補佐､主
査

次長

区    分 １  級 ２  級 ３  級 ４  級

区　分

備　　　考

４号給 41 

前

年

度

20年勤続 35年勤続

６号給

定年前早期退職特例措置
(2％～45％加算)

有

５号給

の者(月分) の者(月分) （月分）

47.709 

25年勤続

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 

代表的な特殊勤務手当の名称
　特殊現場作業手当
　毒劇物取扱手当

一般行政職 現　業　職

給料総額に対する比率（％）

6月(月分) 12月(月分)

本 年 度 2.200 2.200 4.40

最高限度

　(B) 41 41 

２号給

41 

職　 　員　 　数 　(A) 41 41 

昇給に係る職員数

５号給

６号給

２号給

４号給 40 40 

職　 　員　 　数 　(A) 40 40 

　(B) 40 40 

課長

合   計 一般行政職

６  級

  ３３　　給給料料及及びび手手当当のの状状況況

(1)　職員１人当たり給与

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

(2)　初　任　給

(3)　級別職員数

　備考　職員数の（　）内は、短時間勤務職員で外数
41 100.0

4年1月1日
現　　　在

８ 級

４ 級

5年1月1日
現　　　在

３ 級

８ 級 1 

計 40 100.0

７ 級

2.5

2.4

2.4

31.7

7.5

1 

計

６ 級 3 7.3

７ 級 1 

8 19.6

５ 級 6 14.6

13 ３ 級

１ 級 8 19.6

1 2.4２ 級

1 2.5

2.5

10 25.0

５ 級 6 15.0

６ 級 3 

４ 級

１ 級 8 20.0

10 25.0

1２ 級

大　　学　　卒 185,200 185,200 

区　分
一　般　行　政　職

級 職員数(人) 構成比(％)

区　　　　 分 一般行政職 (円)
一般会計の制度

一般行政職（円）

高　　校　　卒 154,600 154,600 

4年1月1日現在

平均給料月額 323,000 

平均給与月額 359,900 

平 均 年 齢 43.5 

区     　　　　　　　　  分 一般行政職

5年1月1日現在

平均給料月額 327,300 

平均給与月額 376,200 

平 均 年 齢 43.5 
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（級別の基準となる職務）

　備考　令和５年１月１日現在

(4)　昇　　　給

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

(5)　期末手当・勤勉手当

(6)　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　備考　令和５年１月１日現在

(7)　特殊勤務手当

区　　　　　　分 全　職　種
代 表 的 な 職 種

0.02 0.02 0.00

そ  の  他  の
加 算 措 置 等

備     考

一般会計の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709 
定年前早期退職特例措置

(2％～45％加算)

の者(月分)

前 年 度 2.150 2.150 4.30 有

号 給 数 別 内 訳

比　　　　　率 　(B)/(A) 100.0 100.0 

区　分
支給期別支給率

支給率計(月分)
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

部長

区         分

本

年

度

昇給に係る職員数

号 給 数 別 内 訳

比　　　　　率 　(B)/(A) 100.0 100.0 

５  級 ７  級 ８  級

一般行政職 主事、技師
等

高度の知識
又は経験を
必要とする
業務を行う
主事、技師
等

主任 係長､主幹 課長補佐､主
査

次長

区    分 １  級 ２  級 ３  級 ４  級

区　分

備　　　考

４号給 41 

前

年

度

20年勤続 35年勤続

６号給

定年前早期退職特例措置
(2％～45％加算)

有

５号給

の者(月分) の者(月分) （月分）

47.709 

25年勤続

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 

代表的な特殊勤務手当の名称
　特殊現場作業手当
　毒劇物取扱手当

一般行政職 現　業　職

給料総額に対する比率（％）
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２号給

41 
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５号給

６号給

２号給

４号給 40 40 
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　(B) 40 40 

課長

合   計 一般行政職

６  級

  ３３　　給給料料及及びび手手当当のの状状況況

(1)　職員１人当たり給与

(円)

(円)
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(円)

(円)

(歳)
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７ 級

2.5

2.4

2.4
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1 

計
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8 19.6
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13 ３ 級

１ 級 8 19.6
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６ 級 3 

４ 級

１ 級 8 20.0

10 25.0
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期　間 金　額
支 払 義 務
発生見込額

期　間 金　額

205,000 令和6年度 205,000 92,250 112,750

493,000 令和6年度 493,000 246,500 246,500

651,000 令和4年度 651,000 ～令和5年度

6,446,400 4,082,423 2,363,977 ～令和5年度

     債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

（単位　千円）

事      項 限度額

前 年 度 末 ま で の
支 払 義 務 発 生
見 込 額

翌 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生
予 定 額

建 設
企 業 債

国 ・ 県
交 付 金

左の財源内訳

他会計
負担金

そ の 他

下水道等施設包
括的民間委託事
業費

当 該 年 度

吉成ポンプ場改
築工事（ポンプ
設備）

秋里下水終末処
理場改築工事
（汚泥濃縮設備
ほか）

大杙ポンプ場改
築工事（雨水ポ
ンプ設備ほか）

令和3年度
～

令和4年度

(8)　その他の手当

通　勤　手　当 同          じ

住　居　手　当 同          じ

区　　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶　養　手　当 同          じ
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１ 固     定     資     産

(1)

イ 6,240,448

ロ 3,896,453

1,500,822 2,395,631

ハ 135,160,425

36,578,101 98,582,324

ニ 31,471,971

19,593,099 11,878,872

ホ 164,961

99,133 65,828

へ 30,772

27,435 3,337

ト 36,628

33,702 2,926

チ 126,077

119,295,443

(2)

イ 9,484

9,484

119,304,927

２ 流     動     資     産

(1) 3,105,251

(2) 285,183

(3) △ 32,072

(4) 9,022

(5) 201,106

(6) 1,000,000

4,568,490

123,873,417

令和４年度鳥取市下水道等事業会計予定貸借対照表（前年度分）

（  令　和　５　年 ３ 月 ３１ 日 現 在 見 込  ）

資資          産産          のの          部部

（単位　千円）

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

地 上 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

短 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

前 払 金

令和４年度鳥取市下水道等事業会計予定損益計算書（ 前年度分 ）

（ 令　和　４　年 ４ 月 １ 日 か ら 令　和　５　年 ３ 月 ３１ 日 ま で ）

１

(1) 3,146,724

(2) 2,182,555

(3) 309,968

(4) 40,311 5,679,558

２

(1) 380,701

(2) 154,765

(3) 1,558,357

(4) 27,230

(5) 21,919

(6) 155,097

(7) 198,362

(8) 4,701,159

(9) 11,095

(10) 9 7,208,694

1,529,136

３

(1) 70

(2) 561,690

(3) 21,115

(4) 2,494,011

(5) 47,757 3,124,643

４

(1) 829,966

(2) 56,789 886,755 2,237,888

708,752

５

(1) 9

(2) 9

(3) 9

(4) 1 28

６

(1) 938

(2) 30 968 △ 940

７ 10,000 10,000 △ 10,000

697,812

1,521,915

2,219,727

（ 単位：千円 ）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

雑 収 益

営 業 外 費 用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

水 質 管 理 費

業 務 費

総 係 費

水 洗 化 等 普 及 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 利 益

他 会 計 補 助 金

そ の 他 特 別 損 失

予 備 費

過 年 度 損 益 修 正 益

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 特 別 利 益

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

引 当 金 戻 入 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損
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６ 資        本        金

(1) 11,753,096

11,753,096

７ 剰        余        金

(1)

イ 71,546

ロ 629,244

ハ 1,076

ニ 10,681

ホ 2,784,112

1,534

3,498,193

(2)

イ 当年度未処分利益剰余金 2,219,727

2,219,727

5,717,920

17,471,016

123,873,417

資資          本本          のの          部部

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

工 事 負 担 金

国 ・ 県 交 付 金
（ 補 助 金 ）

へ
そ の 他
資 本 剰 余 金

他 会 計 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

３ 固     定     負     債

(1)

イ 48,774,956

48,774,956

(2)

イ 129,706

129,706

48,904,662

４ 流     動     負     債

(1)

イ 4,661,433

4,661,433

(3) 804,980

(4) 5,084

(5) 18

(6)

イ 22,345

ロ 4,384

26,729

(7) 12,411

5,510,655

５ 繰　　延　　収　　益

(1)

イ 3,946,994

ロ 8,788,190

ハ 6,113,949

ニ 2,213,599

ホ 60,480,633

ヘ 362,534

81,905,899

△ 29,918,815

51,987,084

106,402,401

負負          債債          のの          部部

企 業 債

固 定 負 債 合 計

未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

他 会 計 負 担 金

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

引 当 金

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金

引 当 金

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

工 事 負 担 金

国 ・ 県 交 付 金
（ 補 助 金 ）

そ の 他 長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 合 計

収 益 化 累 計 額
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リース契約により使用する固定資産

リース会計に係る処理方法

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理を行っている。 

リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理を行っている。

３

(1)

重要な会計方針

資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品　先入先出法による原価法によっている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　定額法による。

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の固定資産に適用する

　減価償却方法と同一の方法を採用している。　

主な耐用年数

建物  8～50年

構築物 10～50年

機械及び装置  6～20年

車両運搬具  4～ 7年

器具及び備品  5～15年

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上

　している。（一般会計が負担すると見込まれる額を除く）

賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給及び手当の支給に伴い発生する法定福利費の支出に備えるため、

　当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額(12月から3月までの4か月分)を

　計上している。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

予定貸借対照表関連

企業債の償還に係る他会計の負担

予定貸借対照表上に計上されている企業債(当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償

還予定のものも含む。)のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は38,567,956千円である。

引当金の取崩し

退職給付引当金の取崩し

当年度において、退職手当（一般会計負担分を除く）として10,121千円を負担するため、退職給

付引当金10,121千円を取り崩す見込みである。

賞与引当金及び法定福利費引当金

当年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及び手当の支給に伴い発生する法定福利費の支出

をするため、賞与引当金21,693千円及び法定福利費引当金4,232千円を取り崩す見込みである。

貸倒引当金

当年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金15,898千円を取り崩す見

込みである。

ロ

ハ

(2)

２

ロ

ハ

１

(1)

(2)

イ

(3)

注　　　　記

(5)

イ

ロ

イ

(4)

(1)
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リース契約により使用する固定資産

リース会計に係る処理方法

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理を行っている。 

リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理を行っている。

３

(1)

重要な会計方針

資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品　先入先出法による原価法によっている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　定額法による。

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の固定資産に適用する

　減価償却方法と同一の方法を採用している。　

主な耐用年数

建物  8～50年

構築物 10～50年

機械及び装置  6～20年

車両運搬具  4～ 7年

器具及び備品  5～15年

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上

　している。（一般会計が負担すると見込まれる額を除く）

賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給及び手当の支給に伴い発生する法定福利費の支出に備えるため、

　当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額(12月から3月までの4か月分)を

　計上している。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

予定貸借対照表関連

企業債の償還に係る他会計の負担

予定貸借対照表上に計上されている企業債(当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償

還予定のものも含む。)のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は38,567,956千円である。

引当金の取崩し

退職給付引当金の取崩し

当年度において、退職手当（一般会計負担分を除く）として10,121千円を負担するため、退職給

付引当金10,121千円を取り崩す見込みである。

賞与引当金及び法定福利費引当金

当年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及び手当の支給に伴い発生する法定福利費の支出

をするため、賞与引当金21,693千円及び法定福利費引当金4,232千円を取り崩す見込みである。

貸倒引当金

当年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金15,898千円を取り崩す見

込みである。

ロ

ハ

(2)

２

ロ

ハ

１

(1)

(2)

イ

(3)

注　　　　記

(5)

イ

ロ

イ

(4)
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３ 固     定     負     債

(1)

イ 47,123,349

47,123,349

(2)

イ 退職給付引当金 137,214

137,214

47,260,563

４ 流     動     負     債

(1)

イ 4,618,307

4,618,307

(2) 804,980

(3) 5,084

(4) 18

(5)

イ 賞与引当金 23,171

ロ 法定福利費引当金 4,384

27,555

(6) 12,411

5,468,355

５ 繰     延     収     益

(1)

イ 3,946,994

ロ 9,536,715

ハ 6,155,372

ニ 2,213,599

ホ 61,606,159

ヘ 416,209

83,875,048

△ 32,400,939

51,474,109

104,203,027

負負          債債          のの          部部

企 業 債

そ の 他
長 期 前 受 金

国 ・ 県 交 付 金
（ 補 助 金 ）

固 定 負 債 合 計

引 当 金 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

未 払 費 用

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

未 払 金

前 受 金

引 当 金

預 り 金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

受贈財産評価額

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

工 事 負 担 金

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 合 計

企 業 債

１ 固     定     資     産

(1)

イ 6,240,538

ロ 3,896,453

1,609,232 2,287,221

ハ 136,781,998

39,992,843 96,789,155

ニ 32,840,002

20,691,555 12,148,447

ホ 164,961

118,335 46,626

へ 30,763

28,399 2,364

ト 36,628

33,702 2,926

チ 126,077

117,643,354

(2)

イ 9,484

9,484

117,652,838

２ 流     動     資     産

(1) 2,618,371

(2) 285,183

(3) △ 23,731

(4) 9,022

(5) 201,106

(6) 1,000,000

4,089,951

121,742,789

減 価 償 却 累 計 額

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

現 金 預 金

未 収 金

短 期 貸 付 金

令和５年度鳥取市下水道等事業会計予定貸借対照表（当年度分）

（  令　和　６　年 ３ 月 ３１ 日 現 在 見 込  ）

資資          産産          のの          部部

（単位　千円）

有 形 固 定 資 産

土 地

工具器具及び備品

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

地 上 権

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 金

貸 倒 引 当 金



─　23　─

３ 固     定     負     債

(1)

イ 47,123,349

47,123,349

(2)

イ 退職給付引当金 137,214

137,214

47,260,563

４ 流     動     負     債

(1)

イ 4,618,307

4,618,307

(2) 804,980

(3) 5,084

(4) 18

(5)

イ 賞与引当金 23,171

ロ 法定福利費引当金 4,384

27,555

(6) 12,411

5,468,355

５ 繰     延     収     益

(1)

イ 3,946,994

ロ 9,536,715

ハ 6,155,372

ニ 2,213,599

ホ 61,606,159

ヘ 416,209

83,875,048

△ 32,400,939

51,474,109

104,203,027

負負          債債          のの          部部

企 業 債

そ の 他
長 期 前 受 金

国 ・ 県 交 付 金
（ 補 助 金 ）

固 定 負 債 合 計

引 当 金 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

未 払 費 用

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

未 払 金

前 受 金

引 当 金

預 り 金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

受贈財産評価額

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

工 事 負 担 金

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 合 計

企 業 債

１ 固     定     資     産

(1)

イ 6,240,538

ロ 3,896,453

1,609,232 2,287,221

ハ 136,781,998

39,992,843 96,789,155

ニ 32,840,002

20,691,555 12,148,447

ホ 164,961

118,335 46,626

へ 30,763

28,399 2,364

ト 36,628

33,702 2,926

チ 126,077

117,643,354

(2)

イ 9,484

9,484

117,652,838

２ 流     動     資     産

(1) 2,618,371

(2) 285,183

(3) △ 23,731

(4) 9,022

(5) 201,106

(6) 1,000,000

4,089,951

121,742,789

減 価 償 却 累 計 額

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

現 金 預 金

未 収 金

短 期 貸 付 金

令和５年度鳥取市下水道等事業会計予定貸借対照表（当年度分）

（  令　和　６　年 ３ 月 ３１ 日 現 在 見 込  ）

資資          産産          のの          部部

（単位　千円）

有 形 固 定 資 産

土 地

工具器具及び備品

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

地 上 権

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 金

貸 倒 引 当 金
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６ 資        本        金

(1) 11,753,096

11,753,096

７ 剰        余        金

(1)

イ 71,546

ロ 673,318

ハ 1,076

ニ 10,681

ホ 2,784,112

1,534

3,542,267

(2)

イ 当年度未処分利益剰余金 2,244,399

2,244,399

5,786,666

17,539,762

121,742,789負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

工 事 負 担 金

資 本 合 計

国 ・ 県 交 付 金
（ 補 助 金 ）

へ
そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 金 合 計

資資          本本          のの          部部

資 本 剰 余 金

他 会 計 負 担 金

受贈財産評価額

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

自 己 資 本 金
重要な会計方針

資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品　先入先出法による原価法によっている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　定額法による。

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の固定資産に適用する

　減価償却方法と同一の方法を採用している。　

主な耐用年数

建物  8～50年

構築物 10～50年

機械及び装置  6～20年

車両運搬具  4～ 7年

器具及び備品  5～15年

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上

　している。（一般会計が負担すると見込まれる額を除く）

賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給及び手当の支給に伴い発生する法定福利費の支出に備えるため、

　当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額(12月から3月までの4か月分)を

　計上している。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

予定貸借対照表関連

企業債の償還に係る他会計の負担

予定貸借対照表上に計上されている企業債(当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償

還予定のものも含む。)のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は37,213,511千円である。

引当金の取崩し

退職給付引当金の取崩し

当年度において、退職手当（一般会計負担分を除く）として9,541千円を負担するため、退職給

付引当金9,541千円を取り崩す見込みである。

賞与引当金及び法定福利費引当金

当年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及び手当の支給に伴い発生する法定福利費の支出

をするため、賞与引当金21,217千円及び法定福利費引当金4,432千円を取り崩す見込みである。

貸倒引当金

当年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金32,072千円を取り崩す見

込みである。

注　　　　記

１

(1)

(2)

イ

ロ

(3)

(4)

イ

ロ

ハ

(5)

２

(1)

(2)

イ

ロ

ハ
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６ 資        本        金

(1) 11,753,096

11,753,096

７ 剰        余        金

(1)

イ 71,546

ロ 673,318

ハ 1,076

ニ 10,681

ホ 2,784,112

1,534

3,542,267

(2)

イ 当年度未処分利益剰余金 2,244,399

2,244,399

5,786,666

17,539,762

121,742,789負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

工 事 負 担 金

資 本 合 計

国 ・ 県 交 付 金
（ 補 助 金 ）

へ
そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 金 合 計

資資          本本          のの          部部

資 本 剰 余 金

他 会 計 負 担 金

受贈財産評価額

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

自 己 資 本 金
重要な会計方針

資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品　先入先出法による原価法によっている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　定額法による。

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の固定資産に適用する

　減価償却方法と同一の方法を採用している。　

主な耐用年数

建物  8～50年

構築物 10～50年

機械及び装置  6～20年

車両運搬具  4～ 7年

器具及び備品  5～15年

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上

　している。（一般会計が負担すると見込まれる額を除く）

賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給及び手当の支給に伴い発生する法定福利費の支出に備えるため、

　当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額(12月から3月までの4か月分)を

　計上している。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

予定貸借対照表関連

企業債の償還に係る他会計の負担

予定貸借対照表上に計上されている企業債(当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償

還予定のものも含む。)のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は37,213,511千円である。

引当金の取崩し

退職給付引当金の取崩し

当年度において、退職手当（一般会計負担分を除く）として9,541千円を負担するため、退職給

付引当金9,541千円を取り崩す見込みである。

賞与引当金及び法定福利費引当金

当年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及び手当の支給に伴い発生する法定福利費の支出

をするため、賞与引当金21,217千円及び法定福利費引当金4,432千円を取り崩す見込みである。

貸倒引当金

当年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金32,072千円を取り崩す見

込みである。

注　　　　記
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リース契約により使用する固定資産

リース会計に係る処理方法

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理を行っている。 

リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理を行っている。
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